
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎年５月に特別徴収義務者あてに、従業員（納税義務者）の住所地の市町村から   

特別徴収税額の通知書をお送りしますので、その税額を毎月の給与から徴収し、   

翌月の１０日までに各従業員の住所地の市町村へ納入していただきます。 

 

 

 従業員が常時１０人未満の事業所は、申請により年１２回の納期を年２回とする  

ことができます。 

事業主の皆様へ  

              愛知県個人住民税特別徴収推進協議会からのお知らせ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 個人住民税の特別徴収とは、所得税の源泉徴収と同様に給与支払者が、住民税の

納税義務者である給与所得者に代わって、毎月従業員（パート・アルバイト・    

役員等を含みます。）に支払う給与から住民税（県民税＋市町村民税）を徴収し、  

納入していただく制度です。 

○ 地方税法第３２１条の４及び各市町村の条例の規定により、給与を支払う事業主

は、原則として、すべて特別徴収義務者として個人住民税を特別徴収していただく

ことになっています。 

 
 
 
 
 
  
 
 

 
   

   

 

 

 

 

 

 
 

 

特別徴収のしくみ 

納期の特例 

愛 知 県 と 県 内 市 町 村 は 、 対 象 と な る 全 て の 

事 業 主 に 対 し て 個 人 住 民 税 の 特 別 徴 収 ( 給 与 天 引 き ) 

を 行 っ て い た だ く た め の 取 組 を 進 め て い ま す 

個 人 住 民 税 は 特 別 徴 収 で 

納 め ま し ょ う 

 

給与支払報告書など個人住民税に関する電子申告

がご利用いただけます。また、複数の地方公共団体

に対して、一度の操作で電子的に納税が可能です。 

 



事業主の皆様へ 

 

愛知県個人住民税特別徴収推進協議会からのお知らせ 

 

個人住民税の特別徴収について 

Ｑ ＆ Ａ 
Ｑ１ なぜ、特別徴収にしないといけないのですか？ 

Ａ１ 

地方税法第３２１条の４及び各市町村の条例の規定により、所得税の源泉

徴収義務がある事業者は、個人住民税の特別徴収義務者として包括的に 

指定され、住民税を特別徴収することが義務づけられています。 

事業主や従業員等が特別徴収するかどうかを選択することはできません。 

 

Ｑ２ 特別徴収にするメリットはあるのですか？ 

Ａ２ 

【事業主のメリット】 

住民税の特別徴収は、所得税のように、税額を計算したり年末調整をする

必要はありません。税額の計算は給与支払報告書に基づいて市町村で  

行い、従業員ごとの住民税額を各市町村から通知しますので、事業主の方

は、その税額を毎月の給与から徴収し、翌月の１０日までに、金融機関を

通じて各市町村に納めていただくだけです。 

なお、従業員が常時１０人未満の事業所には、申請により年１２回の  

納期を年２回とする制度もあります。 

【従業員のメリット】 

 従業員にとってたいへん便利な制度です。特別徴収をすると、従業員  

の方がわざわざ金融機関等へ納税に出向く手間を省くことができ、納め

忘れを防げます。さらに、普通徴収の納期が原則として年４回であるの

に対し、特別徴収は年１２回なので従業員（納税義務者）の１回あたり

の負担が少なくてすみます。 

 

Ｑ３ 普通徴収から特別徴収に切り替えるには、どうすればいいのですか？ 

Ａ３ 

普通徴収から特別徴収への切り替えの手続等具体的なお問い合わせは、 

各従業員の方の住所地の市区町村（住民税担当）に直接お問い合わせ   

ください。 

 

愛知県豊川市総務部市民税課 市民税係 0533-89-2129 

愛知県総務局財務部税務課 徴収グループ 052-954-6050 

愛知県総務局総務部市町村課 税政グループ 052-954-6068 

 

＊このチラシが、既に特別徴収を行っている 

事業主の方に送付された場合はご容赦  

ください。 

このチラシに

関するお問い

合わせ先 

詳しくは、愛知県又は各市町村のホーム

ページをご覧ください。 

 愛知県豊川市 特別徴収 検索 


